
令和４年度事務事業評価シート

令和５年　月　日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

ご長寿夫婦記念品贈呈数 事業実績 組 29 31 32

長寿健康祝金贈呈数 事業実績 人 662 642 590

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 5,755,339 5,615,954 5,492,466

財源合計 5,755,339 5,615,954 5,492,466

その他特定財源

実施事業数 事業種別 事業 2 2 2

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

事業費 4,575,915 4,456,780 4,359,243

内　　容

①「湯河原町長寿健康祝金贈呈条例」に基づき、100歳30,000円、88歳10,000円、
77歳5,000円の長寿健康祝金を贈呈する。
贈呈方法として対象者の指定する口座への振込みを行う。
②ご長寿夫婦（結婚60年・50年）に記念品を贈呈する。

コ
ス
ト

区  分 令和２年度（決算） 令和３年度（決算） 令和４年度（見込）

人
件
費

常勤職員 1,179,424

人件費合計 1,179,424 1,159,174 1,133,223

総事業費 5,755,339 5,615,954 5,492,466

1,159,174 1,133,223

会計年度任用職員等

目　　的
　長年にわたり社会の発展に寄与されてきた方々に敬愛の意を表し、その長寿をお
祝いするために、長寿健康祝金を贈呈し、また、ご長寿夫婦に記念品を贈呈する。

対　　象
①長寿健康祝金＝100歳、88歳、77歳
②ご長寿夫婦記念品＝結婚60年、結婚50年

13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

関 連 す る 個別 計画 第８期介護保険事業計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○

10不平等 11都市 12生産と消費

ゆがわら2021プラン
前 期 基 本 計 画

ともに支え合い笑顔
で暮らせるまちづくり

共生社会の実現 高齢者福祉 高齢者が生き生き
と暮らしていくた
めの環境づくり

文化学習・スポーツ活
動などの推進

Ｐ69・70 2 Ⅱ ７ （１） ②

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 03 01 03

事 業 番 号 1447 担 当 課 等 介護課

事 務 事 業 名 長寿健康祝金等贈呈事業

事 業 開 始 年 度 平成

介護課(長寿健康祝金等贈呈事業)



３　令和３年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和５年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和４年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
　対象者の指定する口座への振込みを行った。

令和５年度以降の
方向性

　町の経済効果の活性化にもつながる事業形態への調査・研究を進める。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　ご長寿と健康をお祝いし、敬老の意を表す事業
となっているため継続しつつ、今後の方向性の検
討も必要。

令 和 ３ 年 度 ま で の
自 己 評 価 ま た は

改 善 点

　敬愛の念を伝え、また、効率的な方法により行われていた。
　令和２年度より対象者の指定する口座への振込みとした。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 1 　令和２年度より対象者の指定する口座への振込みとしたため、委託等に

よることも可能であると考える。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 5 　節目となる年に実施することで、町民の高齢者に対

する敬愛の念を伝えることができていると考える。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か 5 　住民記録により該当者を把握し、また、広報等によ

り周知を図り実施している。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 5
　長寿健康祝金は「湯河原町長寿健康祝金贈呈条
例」に基づき実施するもので、ご長寿夫婦記念品贈
呈とともに、町が町民を代表し実施するもの。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

5
   敬愛の念を伝え、受け取った側からも感謝の言葉
を伝えられた。また、振り込みによる効率的な方法に
より行われていた。

介護課(長寿健康祝金等贈呈事業)



令和４年度事務事業評価シート

令和５年　月　日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

就業延人員 運営実績 人 4,714 6,038 4,800

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 3,447,428 3,444,897 3,441,653

財源合計 3,447,428 3,444,897 3,441,653

その他特定財源

会員数 運営 人 133 141 140

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

事業費 3,300,000 3,300,000 3,300,000

内　　容 　運営経費（人件費）補助

コ
ス
ト

区  分 令和２年度（決算） 令和３年度（決算） 令和４年度（見込）

人
件
費

常勤職員 147,428

人件費合計 147,428 144,897 141,653

総事業費 3,447,428 3,444,897 3,441,653

144,897 141,653

会計年度任用職員等

目　　的
　健康で働く意欲のある高齢者が、その経験、知識及び能力を活かし、相互の協力
のもとに働く機会を確保するとともに、地域社会への参加を通じた生きがいと相互の
交流の進展により、高齢者の福祉の増進を図る。

対　　象 　一般社団法人　湯河原町シルバー人材センター

13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

関 連 する 個 別 計 画 第８期介護保険事業計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○ ○

10不平等 11都市 12生産と消費

ゆがわら2021プラン
前 期 基 本 計 画

ともに支え合い笑顔で
暮らせるまちづくり

共生社会の実現 高齢者福祉 高齢者が生き生き
と暮らしていくため
の環境づくり

社会参加・就業の支
援

Ｐ69・70 2 Ⅱ ７ （１） ①

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 03 01 03

事 業 番 号 1464 担 当 課 等 介護課

事 務 事 業 名 湯河原町シルバー人材センター補助金

事 業 開 始 年 度 平成 4

介護課(湯河原町シルバー人材センター補助金）



３　令和３年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和５年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和４年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

　湯河原町生活支援体制整備推進協議会の構成団体として、新規分野（介護・生活
支援サービスなど）における就業機会の拡大を図る。

令和５年度以降の
方向性

　効率的な運営を行いながら、住民主体で行う訪問型サービスＢなど新規分野にお
ける就業機会の拡大等により、就業機会と新規会員の確保が図られるよう支援を行
う。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　高齢者の経験、知識、能力を活かした働く場の
確保と、社会参加を通じた生きがいの場となって
いる。

令 和 ３ 年 度 ま で の
自 己 評 価 ま た は

改 善 点
　一般社団法人化（平成26年４月）により、財務基盤の安定が図られた。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 3 　法令により、市町村の区域ごとに設置が認められるもの

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 5

　会員数及び就業実績とも増加傾向となっており、高
齢者の就業機会を確保するうえで、中核の団体と
なっている。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か 4

　新規会員の確保と、会員が就業を希望する業務の
受注拡大が求められる。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 5
　「高齢者等の雇用の安定等に関する法律」におい
て国と地方公共団体の責務として、実情に応じた必
要な援助等を行うこと等が規定されている。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

5
　財政的な優遇措置（町費と同額の国庫補助）を活
用し、安定した財政運営に努めている。

介護課(湯河原町シルバー人材センター補助金）



令和４年度事務事業評価シート

令和５年　月　日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

利用者数 事業実績 人 6,436 7,844 7,900

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 480,000

地方債

一般財源 2,172,527 3,149,402 3,565,167

財源合計 3,395,527 3,903,402 4,330,167

その他特定財源 743,000 754,000

事業数 事業種別 事業 3 3 4

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

765,000

事業費 3,041,700 3,555,650 3,990,200

内　　容
①温泉施設利用事業（月４回/1人）（平成８年度から）
②マッサージ利用事業（年４回/1人）（平成21年度から現行事業）
③パークゴルフ場利用事業（月２回/1人）（平成27年度から）

コ
ス
ト

区  分 令和２年度（決算） 令和３年度（決算） 令和４年度（見込）

人
件
費

常勤職員 353,827

人件費合計 353,827 347,752 339,967

総事業費 3,395,527 3,903,402 4,330,167

347,752 339,967

会計年度任用職員等

目　　的
　高齢者の外出を促進し、ふれあいの機会を増やすことで、心と身体の健康増進を
図る。

対　　象 　65歳以上の住民

13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

関連する個別 計画 第８期介護保険事業計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○

10不平等 11都市 12生産と消費

ゆがわら2021プラン
前 期 基 本 計 画

ともに支え合い笑顔
で暮らせるまちづくり

共生社会の実現 高齢者福祉 高齢者が生き生き
と暮らしていくた
めの環境づくり

文化学習・スポーツ活
動などの推進

Ｐ69・70 2 Ⅱ ７ （１） ②

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 03 01 03

事 業 番 号 1468 担 当 課 等 介護課

事 務 事 業 名 高齢者健康増進事業

事 業 開 始 年 度 平成

介護課(高齢者健康増進事業)



３　令和３年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和５年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

総 合 評 価 継続（現状維持） 利用できる温泉施設の拡充を図ってください。

令和４年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

　事業の周知や利用の促進を図るため、介護保険料納入通知書送付時にパンフ
レットの同封や介護からのお知らせとしてGGクラブゆがわらにおいて周知を行ってい
る。
　令和４年度より新たな取り組みとしてヘルシープラザトレーニング室の利用助成を
開始した。

令和５年度以降の
方向性

　利用者の増加が図られるように、新規事業や利用できる施設の拡充の検討。
　また、利用していない方への周知方法を検討する。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　高齢者の健康増進のための主要な事業となっ
ている。

令 和 ３ 年 度 ま で の
自 己 評 価 ま た は

改 善 点

　平成28年度からは、駅前観光案内所においても利用券の配布を開始。
　温泉施設について、利用できる施設の場所や利用可能な時間の影響により利用
者が減少してるため、対策が必要となっている。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 2

　年度を跨いだ対応が必要とされることや、利用要件の確認方法等につい
て考慮すると、委託等の範囲が極めて限定されることとなり、効果について
検討を要する。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 5 　パークゴルフを愛好する高齢者は近年増えてお

り、利用者の増加が期待される。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か 4 　利用者の拡大と利用回数の増加を図るため、普及

啓発の強化と配布方法について検討を要する。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 5 　高齢者の心身の健康の増進は、介護予防による介
護認定者の軽減につながる。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

5 　効果測定は困難であるが、外出意欲や運動習慣
の向上に効果が得られる。

介護課(高齢者健康増進事業)



令和４年度事務事業評価シート

令和５年　月　日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

利用人数 事業実績 人 31 41 45

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 3,953,370 4,028,814 4,002,975

財源合計 3,953,370 4,028,814 4,002,975

その他特定財源

事業数 事業種別 事業 2 2 2

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

事業費 3,688,000 3,768,000 3,748,000

内　　容
①外出支援サービス事業（平成12年度から湯河原町社協に委託）
②ヘルパー受講支援事業（平成22年度から）

コ
ス
ト

区  分 令和２年度（決算） 令和３年度（決算） 令和４年度（見込）

人
件
費

常勤職員 265,370

人件費合計 265,370 260,814 254,975

総事業費 3,953,370 4,028,814 4,002,975

260,814 254,975

会計年度任用職員等

目　　的
　在宅で生活する高齢者に対し、健康で安らぎのある日常生活をサポートする福祉
サービスを提供し、自立した生活の継続を図る。

対　　象 　高齢者及び家族介護者

13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

○

関 連 する 個 別 計 画 第８期介護保険事業計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○

10不平等 11都市 12生産と消費

ゆがわら2021プラン
前 期 基 本 計 画

ともに支え合い笑顔で
暮らせるまちづくり

共生社会の実現 高齢者福祉 地域生活支援体
制の整備

高齢者世帯に対する
支援

Ｐ70 2 Ⅱ ７ (2) ④

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 03 01 03

事 業 番 号 1477 担 当 課 等 介護課

事 務 事 業 名 介護・生活支援事業

事 業 開 始 年 度 平成

介護課(介護・生活支援事業)



３　令和３年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和５年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和４年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

　需給の過不足や事業内容についての検証を行う。
　緊急通報体制等整備事業については、一般会計から特別会計の補助対象である
地域支援事業に組み換えした。

令和５年度以降の
方向性

　身近な生活支援についても、介護保険事業において行う生活支援事業等と合わせ
て、事業内容や実施主体について検討・見直しを行う。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　引き続き実施しながら、事業内容等の検証を行
う。

令 和 ３ 年 度 ま で の
自 己 評 価 ま た は

改 善 点

　困難度の高い需要に対応している。
　身近な生活支援について、介護保険事業において行う生活支援事業等により対応
を図る。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 9

　外出支援サービス事業及び緊急通報体制等整備事業を委託により実施
している。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 5

　外出支援サービスは、自力での移動が困難な方の
移動手段として確立しており、緊急通報体制等整備
事業は安否確認においても有効である。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か 4

　ひとりぐらし高齢者や自力での移動が困難な方など
の受益が確保されている。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 5
　介護保険事業において行う生活支援事業等と合わ
せて、新たな事業や実施主体について検討を進める
必要がある。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

5 　在宅で生活する上での支援が提供されている。

介護課(介護・生活支援事業)



令和４年度事務事業評価シート

令和５年　月　日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

主要行事参加者数（連合会） 企画・運営実績 人 0 303 640

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 264,000 264,000 264,000

地方債

一般財源 3,609,103 3,377,760 3,432,066

財源合計 3,873,103 3,641,760 3,696,066

その他特定財源

主要行事数（連合会） 企画・運営 件 0 3 3

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

事業費 1,013,000 830,764 948,000

内　　容
　老人クラブ活動の活性化を図るため活動費を助成する。
①単位老人クラブ（均等割＠43,000円・会員数割＠300円）
②老人クラブ連合会（410,000円）

コ
ス
ト

区  分 令和２年度（決算） 令和３年度（決算） 令和４年度（見込）

人
件
費

常勤職員 2,860,103

人件費合計 2,860,103 2,810,996 2,748,066

総事業費 3,873,103 3,641,760 3,696,066

2,810,996 2,748,066

会計年度任用職員等

目　　的
　地域の高齢者が「仲間づくり・生きがいづくり・健康づくり」を目的に行っている、各
地区単位老人クラブのレクリエーションやボランティア活動等を支援する。

対　　象
①単位老人クラブ（10団体）
②老人クラブ連合会

13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

○

関 連 する 個 別 計 画 第８期介護保険事業計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○

10不平等 11都市 12生産と消費

ゆがわら2021プラン
前 期 基 本 計 画

ともに支え合い笑顔で
暮らせるまちづくり

共生社会の実現 高齢者福祉 高齢者が生き生き
と暮らしていくため
の環境づくり

社会参加・就業の支
援

Ｐ69・70 2 Ⅱ ７ (1) ①

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 03 01 03

事 業 番 号 1489 担 当 課 等 介護課

事 務 事 業 名 老人クラブ活動等社会活動促進事業

事 業 開 始 年 度 昭和 40

介護課(老人クラブ活動等社会活動促進事業)



３　令和３年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和５年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

総 合 評 価 継続（現状維持） 加入促進に努めてください。

令和４年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

　新規会員確保のために、老人クラブ連合会の会報紙を作成し、広く配布するととも
に、魅力ある活動・取り組みに努める。

令和５年度以降の
方向性

　今後さらに高齢化率が高まる中で、単位老人クラブを地域高齢者の魅力ある活動
拠点として育成するとともに、老人クラブ連合会が主体的に活動を推進できるように
支援して行く。また、新型コロナウイルス感染症の制限緩和により活動が活発化でき
るよう検討していく。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　高齢者の団体を代表するものとして、継続して
支援を実施していく必要がある。

令 和 ３ 年 度 ま で の
自 己 評 価 ま た は

改 善 点

　活発な活動を支えることで、高齢者の「仲間づくり・生きがいづくり・健康づくり」に有
効な事業となっている。
　新規会員の入会が伸びず、会員数が減少傾向となっていることから、新規会員の
確保策を講じる必要がある。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 3 　委託等に該当しない事業

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 5 　主体的・積極的に活動を展開している。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か 5

　町内の単位老人クラブ（10団体）及び老人クラブ連
合会の活動を支援している。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 5
　老人福祉法において、老人クラブは老人福祉増進
のための事業に位置付けられ、市町村は適切な援
助をするように努めなければならないとされている。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

5
　助成金額を増額せず、自己負担金を財源とするこ
とで事業の拡充を図っている。

介護課(老人クラブ活動等社会活動促進事業)



令和４年度事務事業評価シート

令和５年　月　日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

対象者数 事業実績 人 0 0 100

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金 107,491

県支出金 53,745

地方債

一般財源 0 0 214,986

財源合計 0 0 429,967

その他特定財源

事業数 事業種別 件 0 0 1

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

53,745

事業費 0 0 90,000

内　　容
　窓口、家族、医療機関等からの相談を受けて、高齢者への電話による聞き取りや
「健康チェックリスト」を実施し、必要に応じて専門職（医療機関）が訪問を行う。

コ
ス
ト

区  分 令和２年度（決算） 令和３年度（決算） 令和４年度（見込）

人
件
費

常勤職員 0

人件費合計 0 0 339,967

総事業費 0 0 429,967

0 339,967

会計年度任用職員等

目　　的
　高齢者を対象に、閉じこもりや孤立感など、何らかの日常生活の支援を要する状況
を早期に把握し、症状等の進行の防止を図る。

対　　象 　町内在住の高齢者（概ね65歳以上）

13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

○

関 連 する 個 別 計 画 　第８期介護保険事業計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○

10不平等 11都市 12生産と消費

ゆがわら2021プラン
前 期 基 本 計 画

ともに支え合い笑顔で
暮らせるまちづくり

社会保障の充実 介護保険 健康づくりと介護
予防の推進

地域支援事業による
介護予防の推進

Ｐ73 2 Ⅲ ８ （３） ①

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 06 03 02 01

事 業 番 号 7145 担 当 課 等 介護課

事 務 事 業 名 介護予防把握事業

事 業 開 始 年 度 平成 29

介護課(介護予防把握事業)



３　令和３年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和５年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和４年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
　制度改正により、必要に応じての実施に見直された。

令和５年度以降の
方向性

　制度改正と事業実績の検証を行い、令和5年度以降の事業実施に反映させる。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　対象者が生じた際に備え、相談体制を確保し、
症状等の進行を防止するため事業を継続する必
要がある。

令 和 ３ 年 度 ま で の
自 己 評 価 ま た は

改 善 点
　要介護状態へ進行する恐れのある人を把握することが困難となっている。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 9 　電話による聞き取り、訪問を委託により実施する。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 5

　要介護状態へ進行する恐れのある人を把握するこ
とができる。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か 4 　対象者の把握を幅広く行う必要がある。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 5
　介護保険法に位置付けられた地域支援事業（一般
介護予防事業）

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

5
　委託により対象者が生じた際の体制は確保できて
いる。

介護課(介護予防把握事業)



令和４年度事務事業評価シート

令和５年　月　日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

教室・体操参加者数 事業実績 人 355 903 1,000

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金 490,767 806,406 889,304

県支出金 245,383 403,203 444,652

地方債

一般財源 451,507 1,612,816 1,778,611

財源合計 1,963,068 3,225,628 3,557,219

その他特定財源 775,411 403,203

教室・体操開催日数 機会の提供 日 27 57 60

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

444,652

事業費 1,078,500 1,776,661 2,140,690

内　　容
①口腔機能向上教室　②ふれあい料理教室　③公園体操　④げんき応援教室
⑤頭の体操教室　⑥ものわすれ予防教室　⑦転倒骨折予防教室
⑧かんたんスマホ教室　⑨訪問リハビリ事業

コ
ス
ト

区  分 令和２年度（決算） 令和３年度（決算） 令和４年度（見込）

人
件
費

常勤職員 884,568

人件費合計 884,568 1,448,967 1,416,529

総事業費 1,963,068 3,225,628 3,557,219

1,448,967 1,416,529

会計年度任用職員等

目　　的 　介護予防に有効な各種教室等を開催し、機能低下の進行防止を図る。

対　　象 　町内在住の高齢者（概ね65歳以上）

13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

○

関 連 する 個 別 計 画 　第８期介護保険事業計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○

10不平等 11都市 12生産と消費

ゆがわら2021プラン
前 期 基 本 計 画

ともに支え合い笑顔で
暮らせるまちづくり

社会保障の充実 介護保険 健康づくりと介護
予防の推進

地域支援事業による
介護予防の推進

Ｐ73 2 Ⅲ ８ （３） ①

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 06 03 02 01

事 業 番 号 7152 担 当 課 等 介護課

事 務 事 業 名 介護予防普及啓発事業

事 業 開 始 年 度 平成 29

介護課(介護予防普及啓発事業)



３　令和３年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和５年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和４年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
　より多くの参加者を募るための広報・周知方法を工夫する。

令和５年度以降の
方向性

　令和4年度の事業実績の検証を行い、令和5年度以降の事業実施（周知方法の検
討）に反映させる。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　令和4年度の実績を踏まえ周知方法を見直して
実施する。

令 和 ３ 年 度 ま で の
自 己 評 価 ま た は

改 善 点

　新型コロナウイルス感染症の影響を受け開催を見合わせていた介護予防教室を新
しい生活様式に基づき感染予防を行いながら再開した。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 9

　公園体操、げんき応援教室、頭の体操教室、ものわすれ予防教室、転倒
骨折予防教室等を委託により実施

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 5 　一定の参加者があり、継続して行われている。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か 5 　定員に対して適当な参加者数となっている。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 5
　介護保険法に位置付けられた地域支援事業（一般
介護予防事業）

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

5 　委託等により効率的に実施されている。

介護課(介護予防普及啓発事業)



令和４年度事務事業評価シート

令和５年　月　日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

講座・研修受講者数（延人数） 事業実績 人 280 240

グループリビング参加人数 事業実績 人 0 39 720

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

講座・研修開催回数 機会の提供 回 29 19

財
源
内
訳

国庫支出金 132,372 679,749 1,088,726

県支出金 66,186 339,874 544,363

地方債

一般財源 121,782 1,359,503 2,177,455

財源合計 529,488 2,719,000 4,354,907

その他特定財源 209,148 339,874

グループリビング開催回数 機会の提供 回 0 9 48

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

544,363

事業費 293,603 1,646,764 2,258,444

内　　容
①グループリビング（宅老所）の開催
②介護予防サポーター養成講座・スキルアップ研修の開催
③フレイルチェックの実施・フレイルサポーター養成講座の開催

コ
ス
ト

区  分 令和２年度（決算） 令和３年度（決算） 令和４年度（見込）

人
件
費

常勤職員 235,885

人件費合計 235,885 1,072,236 2,096,463

総事業費 529,488 2,719,000 4,354,907

1,072,236 2,096,463

会計年度任用職員等

目　　的 　住民主体の介護予防活動を支援し、介護予防の促進を図る。

対　　象
①町内在住の高齢者（概ね65歳以上）
②一般町民

13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

○

関 連 する 個 別 計 画 　第８期介護保険事業計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○

10不平等 11都市 12生産と消費

ゆがわら2021プラン
前 期 基 本 計 画

ともに支え合い笑顔で
暮らせるまちづくり

社会保障の充実 介護保険 健康づくりと介護
予防の推進

地域支援事業による
介護予防の推進

Ｐ73 2 Ⅲ ８ （３） ①

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 06 03 02 01

事 業 番 号 7170 担 当 課 等 介護課

事 務 事 業 名 地域介護予防活動支援事業

事 業 開 始 年 度 平成 29

介護課(地域介護予防活動支援事業)



３　令和３年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和５年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和４年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

　より効果的な介護予防事業とするため、新たにフレイル予防の取り組みを図る。
　住民が共に支え合う地域づくりを推進するため、生活支援サポーター及び通いの
場サポーターのフォローアップ研修を実施した。

令和５年度以降の
方向性

　令和4年度の事業実績の検証を行い、令和5年度以降の事業実施に反映させる。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　令和４年度の実績を踏まえて効果的な講座とな
るよう検証し実施する。

令 和 ３ 年 度 ま で の
自 己 評 価 ま た は

改 善 点

　新たな介護予防サポーターを養成することで、住民が主体となった介護予防事業
を継続して実施することができている。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 9

　グループリビングの運営及びサポーターの養成・フォローアップの研修を
委託する。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 5 　一定の参加者があり、継続して行われている。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か 4

　定員等は適当であるが、事業実施個所を増やすな
ど、より参加しやすい環境を整える必要がある。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 5
　介護保険法に位置付けられた地域支援事業（一般
介護予防事業）

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

5 　委託等により効率的に実施されている。

介護課(地域介護予防活動支援事業)



令和４年度事務事業評価シート

令和５年　月　日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

グループリビング参加人数 事業実績 人 0 39 720

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 36,758 35,991 128,351

財源合計 36,758 35,991 128,351

その他特定財源

グループリビング開催回数 機会の提供 回 0 9 48

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

事業費 7,272 7,012 100,020

内　　容
ミニデイサービス、健康マージャン

コ
ス
ト

区  分 令和２年度（決算） 令和３年度（決算） 令和４年度（見込）

人
件
費

常勤職員 29,486

人件費合計 29,486 28,979 28,331

総事業費 36,758 35,991 128,351

28,979 28,331

会計年度任用職員等

目　　的
　気軽に隣近所の人が寄り合い、ゆったりとしたひと時を過ごす通所サービスを実施
し、家に閉じこもらないよう、介護予防事業として実施するもの。

対　　象 　65歳以上の住民

13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

○

関 連 する 個 別 計 画 　第８期介護保険事業計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○

10不平等 11都市 12生産と消費

ゆがわら2021プラン
前 期 基 本 計 画

ともに支え合い笑顔で
暮らせるまちづくり

共生社会の実現 高齢者福祉 高齢者が生き生き
と暮らしていくため
の環境づくり

社会参加・就業の支
援

Ｐ70 2 Ⅱ ７ （１） ①

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 03 01 03

事 業 番 号 1423 担 当 課 等 介護課

事 務 事 業 名 グループリビング（宅老所）運営事業

事 業 開 始 年 度 平成

介護課(グループリビング（宅老所)運営事業）



３　令和３年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和５年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和４年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

　新型コロナウイルスを想定した新しい生活様式を考慮し、新しい形式での開催（定
員・デイサービス内容の見直し）、感染対策を行いながら健康マージャンを再開した。

令和５年度以降の
方向性

　新型コロナウイルス感染症の制限緩和により、活気のあるグループリビングの開催
を目指す。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　令和４年度の実績を踏まえて効果的な事業とな
るよう検証し実施する。

令 和 ３ 年 度 ま で の
自 己 評 価 ま た は

改 善 点
　住民主体の介護予防活動を支援し、介護予防の促進を図る。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 2 事業実施については委託済

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 5 　一定の参加者があり、継続して行われている。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か 5

　定員等は適当であるが、事業実施個所を増やすな
ど、より参加しやすい環境を整える必要がある。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 5
　事業主体の運営は、介護保険法に位置付けられた
地域支援事業（一般介護予防事業）

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

5
　事業主体の運営は、委託等により効率的に実施さ
れている。

介護課(グループリビング（宅老所)運営事業）



令和４年度事務事業評価シート

令和５年　月　日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

利用人数 事業実績 人 1 0 1

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 2,218,684 0 414,992

財源合計 2,218,684 0 414,992

その他特定財源

事業数 事業種別 事業 1 0 1

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

事業費 2,071,256 0 330,000

内　　容 　対象者の世帯の所得に応じた費用を負担するもの

コ
ス
ト

区  分 令和２年度（決算） 令和３年度（決算） 令和４年度（見込）

人
件
費

常勤職員 147,428

人件費合計 147,428 0 84,992

総事業費 2,218,684 0 414,992

84,992

会計年度任用職員等

目　　的 　老人福祉法に基づく、養護老人ホームへの入所措置事業

対　　象 　６５歳以上の町民で、家族や居住の状況等から、自宅での生活が困難な者

13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

○

関 連 する 個 別 計 画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○ ○ ○

10不平等 11都市 12生産と消費

ゆがわら2021プラン
前 期 基 本 計 画

ともに支え合い笑顔で
暮らせるまちづくり

共生社会の実現 高齢者福祉 高齢者が生き生き
と暮らしていくため
の環境づくり

社会参加・就業の支
援

Ｐ69・70 2 Ⅱ ７ （１） ①

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 03 01 03

事 業 番 号 1423 担 当 課 等 介護課

事 務 事 業 名 養護老人ホーム等入所措置事業

事 業 開 始 年 度 平成

介護課(養護老人ホーム等入所措置事業)



３　令和３年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和５年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和４年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
　引き続き適正な事業の執行に努める。

令和５年度以降の
方向性

　老人福祉法の規定に基づき措置入所の決定等を行う。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　引き続き、老人福祉法の規定に基づき措置入
所の決定等を行う。

令 和 ３ 年 度 ま で の
自 己 評 価 ま た は

改 善 点
　該当する場合に備えておく必要がある。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 3 老人福祉法の規定に基づき実施していることから。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 5

　対象者及びその家族の福祉の向上が図られてい
る。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か 5

　対象者は限定されるが、適当な機会が確保されて
いる。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 5
　老人福祉法に基づいた養護老人ホームへの入所
措置

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

5
　効果測定は困難であるが、対象者及び家族の福祉
の向上が図られている。

介護課(養護老人ホーム等入所措置事業)



令和４年度事務事業評価シート

令和５年　月　日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 7229 担 当 課 等 介護課

事 務 事 業 名 地域ケア会議経費

事 業 開 始 年 度 平成 26

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 06 03 03 01

ゆがわら2021プラン
前 期 基 本 計 画

ともに支え合い笑顔で
暮らせるまちづくり

社会保障の充実 介護保険 高齢者を地域全
体で支える仕組み
づくり

地域包括ケアシステム
の確立

Ｐ72 2 Ⅲ ８ （２） ①

関 連 する 個 別 計 画 　第８期介護保険事業計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○

10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

○

目　　的

①地域包括ケアシステムの中核を担う地域ケア会議を開催し、多職種が個別事例検
討を重ね、課題の解決と地域の課題の把握を行う。
②自立支援・介護予防の観点を踏まえ、要支援者等の生活行為の課題の解決や自
立支援を促すことで生活の質の向上を目指す。

対　　象 　医師、ケアマネジャー、地域包括支援センター職員等

内　　容

①会議体による支援困難事例のケース検討等を行うとともに、そこから抽出される地域課題の発掘、政策
提言を行う。
②地域包括支援センターが作成する要支援者等のケアプランについて、自立支援に向けたケアマネジメ
ントが確立できるよう、多職種が協働して検討し専門的な助言を提供する。

コ
ス
ト

区  分 令和２年度（決算） 令和３年度（決算） 令和４年度（見込）

人
件
費

常勤職員 1,061,481

人件費合計 1,061,481 579,587 679,934

総事業費 1,068,109 662,365 780,474

579,587 679,934

会計年度任用職員等

150,241

事業費 6,628 82,778 100,540

地域ケア会議開催回数 機会の提供 回 5 5 6

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金 411,222 255,010 300,482

県支出金 205,611 127,505 150,241

地方債

一般財源 245,665 152,345 179,510

財源合計 1,068,109 662,365 780,474

その他特定財源 205,611 127,505

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

自立支援型地域ケア会議開催回数 機会の提供 回 2 2 2

自立支援型地域ケア会議参加人数 機会の提供 人 16 25 20

地域ケア会議参加人数 機会の提供 人 57 43 60

介護課(地域ケア会議経費)



３　令和３年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和５年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 5
　介護保険法に位置付けられた地域支援事業（包括
的支援事業）

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

5 　地域における課題等を把握することができた。

令 和 ３ 年 度 ま で の
自 己 評 価 ま た は

改 善 点

　保健・医療・福祉の関係団体との連携により、ケアマネジャー等が抱える個別事例
の解決や地域課題を把握するとともに地域ケアネットワークの構築を図った。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 1

　原則、保険者または地域包括支援センターが開催するものなので、地域
包括支援センターを委託により設置することで可能となる。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 5

　地域における課題等を把握し、次年度以降の事業
内容に反映することができた。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か 5

　地域住民、多職種が参加し、適当な機会が確保さ
れている。

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和４年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

　支援困難事例のケース検討を通して地域課題の発掘及び政策提言を行う会議（地
域ケア会議）を実施した。

令和５年度以降の
方向性

　2025年までに構築を目指す地域包括ケアシステムの中核を担う事業であり、着実
に実施する。なお、令和５年度は、個別事例の検討に加え、介護人材育成のための
検討を行うこととしている。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　継続実施と併せて令和５年度以降の実施内容
等について検討を要する。

介護課(地域ケア会議経費)



令和４年度事務事業評価シート

令和５年　月　日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 7241 担 当 課 等 介護課

事 務 事 業 名 在宅医療・介護連携推進事業

事 業 開 始 年 度 平成 28

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 06 03 03 01

ゆがわら2021プラン
前 期 基 本 計 画

ともに支え合い笑顔で
暮らせるまちづくり

社会保障の充実 介護保険 高齢者を地域全
体で支える仕組み
づくり

地域包括ケアシステム
の確立

Ｐ72 2 Ⅲ ８ （２） ①

関 連 する 個 別 計 画 　第８期介護保険事業計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○

10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

○

目　　的 　地域包括ケアシステムにおける多職種協働の連携体制の構築を図るもの

対　　象 　地域の医療・介護関係者及び住民

内　　容

①地域の医療・介護の資源の把握、②在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策
の検討、③切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進、④医療・介
護関係者の情報共有の支援、⑤在宅医療・介護関係者に関する相談支援、⑥医療・
介護関係者の研修、⑦地域住民への普及啓発、⑧在宅医療・介護連携に関する関
係市町村の連携

コ
ス
ト

区  分 令和２年度（決算） 令和３年度（決算） 令和４年度（見込）

人
件
費

常勤職員 825,597

人件費合計 825,597 405,711 623,273

総事業費 4,456,897 3,548,711 4,225,133

405,711 623,273

会計年度任用職員等

813,338

事業費 3,631,300 3,143,000 3,601,860

医療・介護関係者の研修回数
地域住民への普及啓発講座回数 機会の提供 回 1 8 6

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金 1,715,905 1,366,253 1,626,676

県支出金 857,952 683,126 813,338

地方債

一般財源 1,025,088 816,206 971,781

財源合計 4,456,897 3,548,711 4,225,133

その他特定財源 857,952 683,126

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

医療・介護連携会議の開催回数 事業種別 回 2 1 5

ガイドブック作成
相談支援窓口設置 事業実績 事業 2 1 2

研修・普及啓発講座参加者人数 事業実績 人 91 321 500

介護課(在宅医療・介護連携推進事業)



３　令和３年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和５年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 5
　介護保険法に位置付けられた地域支援事業（包括
的支援事業）

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

5
　相談窓口の設置を外部団体へ任せるなど、効率的
に行う方策がとられている。

令 和 ３ 年 度 ま で の
自 己 評 価 ま た は

改 善 点

　町単独の活動では、町広報にて２か月に１度、町在宅医療・介護連携会議委員に
よる会議便りを掲載した。
　１市３町広域での多職種共同研修を７月と12月にＺｏｏｍで開催した。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 1

　在宅医療・介護連携に関する相談窓口の設置は、外部団体を活用し行っ
ている（補助事業）。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 5

　地域包括ケアシステムの確立に向けた準備が進め
られている。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か 5 　適当な機会が確保されている。

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和４年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

　在宅医療・介護連携に関する医療相談窓口の周知、医療・介護ガイドブックの更
新・活用を図った。
　広域での多職種共同研修は、２回開催し、医療・介護関係者が参加した。
　町単独では、研修会を１回開催し、町広報にて２か月に１度、委員による会議便りを
掲載した。

令和５年度以降の
方向性

　地域包括ケアシステムにおける多職種協働の連携体制の構築を図る。
　新型コロナウイルス感染症による制限緩和により、研修会の開催、町民向け講座の
開催を検討する。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　地域包括ケアシステムの構築に向けた取り組み
を進める必要がある。

介護課(在宅医療・介護連携推進事業)



令和４年度事務事業評価シート

令和５年　月　日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 7250 担 当 課 等 介護課

事 務 事 業 名 生活支援体制整備事業

事 業 開 始 年 度 平成 29

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 06 03 03 01

ゆがわら2021プラン
前 期 基 本 計 画

ともに支え合い笑顔で
暮らせるまちづくり

社会保障の充実 介護保険 高齢者を地域全
体で支える仕組み
づくり

地域包括ケアシステム
の確立

Ｐ72 2 Ⅲ ８ （２） ①

関 連 する 個 別 計 画 　第８期介護保険事業計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○

10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

○

目　　的
　要介護状態になることを予防し、地域において自立日常生活を営むことができるよ
う支援する体制を整える。

対　　象 　地域の福祉・介護関係者及び住民

内　　容
①生活支援体制整備推進協議体の設置・開催
②生活支援コーディネーターの配置

コ
ス
ト

区  分 令和２年度（決算） 令和３年度（決算） 令和４年度（見込）

人
件
費

常勤職員 265,370

人件費合計 1,205,295 2,501,125 3,201,604

総事業費 1,205,295 2,681,305 3,205,356

231,835 339,967

会計年度任用職員等 939,925 2,269,290 2,861,637

617,031

事業費 0 180,180 3,752

実施事業数 事業種別 事業 0 0 1

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金 464,038 1,032,302 1,234,062

県支出金 232,019 516,151 617,031

地方債

一般財源 277,219 616,701 737,232

財源合計 1,205,295 2,681,305 3,205,356

その他特定財源 232,019 516,151

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

人員の配置 事業実績 人 1 1 1

開催回数 事業実績 回 3 4 4

介護課(生活支援体制整備事業)



３　令和３年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和５年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 5
　介護保険法に位置付けられた地域支援事業（包括
的支援事業）

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

4
　必要となりうるサービス等の意見交換・検討を行っ
た。

令 和 ３ 年 度 ま で の
自 己 評 価 ま た は

改 善 点

　生活支援コーディネーターを配置し、地域の福祉・介護関係者を構成員とする協議
体において、高齢者ニーズなどの情報の共有と認識の統一を図ることができた。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 1

　委託により協議体を設置し、また、コーディネーターを配置する方法も可
能だが、委託受け入れ先の検討が必要である。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 4

　地域包括ケアシステムの確立に向けた準備が進め
られた。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か 5 　適当な機会が確保されている。

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和４年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

　ニーズの把握を行い、サービスの企画及び実施主体の開発を図り、生活支援サー
ビス提供体制を整え、神奈川県生活支援体制整備事業アドバイザー派遣事業を活
用し、町民を対象とした「支え合い懇談会」を開催した。

令和５年度以降の
方向性

　引き続き、ニーズ把握を行い、新たな生活支援のためのサービスを提供できるよう
サービスの企画及び実施主体の開発を図り、生活支援サービス提供体制を整える。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　生活支援サービス提供体制の拡充を図る必要
がある。

介護課(生活支援体制整備事業)



令和４年度事務事業評価シート

令和５年　月　日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 7260 担 当 課 等 介護課

事 務 事 業 名 認知症総合支援事業

事 業 開 始 年 度 平成 29

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 06 03 03 01

ゆがわら2021プラン
前 期 基 本 計 画

ともに支えあい笑顔で
暮らせるまちづくり

社会保障の充実 介護保険 高齢者を地域全
体で支える仕組
みづくり

認知症施策・権利擁
護の推進

Ｐ72 2 Ⅲ ８ （２） ②

関連する個別 計画 　第８期介護保険事業計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○

10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

○

目　　的
　認知症の方が住み慣れた地域で安心して暮らせるように、医療、介護、生活支援
のサービスが連携した支援体制の構築と、地域住民の認知症に対する理解促進を
図る。

対　　象 　認知症の方及びその家族、地域住民

内　　容

①認知症地域支援推進員の設置し、医療機関や介護事業者等の関係機関と連携
を図る。②認知症初期集中支援チームの設置し、認知症高齢者等に対する早期の
集中支援を実施する。③認知症ケアパス（認知症ガイドブック）の作成（隔年）をす
る。

コ
ス
ト

区  分 令和２年度（決算） 令和３年度（決算） 令和４年度（見込）

人
件
費

常勤職員 589,712

人件費合計 589,712 1,043,256 283,306

総事業費 752,712 1,257,731 321,306

1,043,256 283,306

会計年度任用職員等

61,851

事業費 163,000 214,475 38,000

認知症初期集中支援チーム員会議
開催回数 事業種別 回 4 4 6

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金 289,794 484,226 123,702

県支出金 144,897 242,113 61,851

地方債

一般財源 173,124 289,279 73,902

財源合計 752,712 1,257,731 321,306

その他特定財源 144,897 242,113

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

認知症ケアパスの作成 事業企画 回 0 1 1

認知症ケアパス配布数 事業実績 枚 0 500 1,000

介護課(認知症総合支援事業）



３　令和３年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和５年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 5
町内の認知症の疑いのある方又は認知症の方やそ
の家族にとって、町が実施することにより早期・集中
的に支援できる。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

4
認知症に対する理解を深め、認知症の疑いのある方
又は認知症の方やその家族の支援体制の構築に向
けた準備が進められた。

令 和 ３ 年 度 ま で の
自 己 評 価 ま た は

改 善 点

　認知症ケアパス（認知症ガイドブック）の内容を更新・配布し、認知症に対する理解
について周知を行った。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 3 　委託等に該当しない事業。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 4 認知症に対する理解について周知し、支援体制構

築に向けた準備が進められた。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か 5 適当な機会が確保されている。

令和４年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

認知症初期集中支援チームの効果的な活動のための地域包括支援センターとの連
携、地域の見守りネットワークの拡充に向けたチームオレンジ立ち上げの検討を進
めている。

令和５年度以降の
方向性

認知症初期集中支援チームの活用、チームオレンジ立ち上げに向けた検討を進め
る。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　事業内容の検証を行い、継続して実施する必
要がある。

総 合 評 価 継続（現状維持）

介護課(認知症総合支援事業）



令和４年度事務事業評価シート

令和５年　月　日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

利用状況発送件数 事業実績 件 0 0 0

講習会参加人数 事業実績 人 35 35 35

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

利用状況発送回数 事業種別 回 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 224,519 202,304 502,192

財源合計 224,519 202,304 502,192

その他特定財源

講習会・点検開催日数 機会の提供 日 7 9 9

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

事業費 91,845 71,903 162,232

内　　容
　介護保険制度の趣旨や内容等の介護情報を提供する。
　　・介護サービス事業所等を対象とした講習会等
　　・介護サービス利用者に対する利用状況の通知

コ
ス
ト

区  分 令和２年度（決算） 令和３年度（決算） 令和４年度（見込）

人
件
費

常勤職員 132,674

人件費合計 132,674 130,401 339,960

総事業費 224,519 202,304 502,192

130,401 339,960

会計年度任用職員等

目　　的 　介護保険事業の適正な運営を図る。

対　　象 　介護サービス事業所及び介護サービス利用者

13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

○

関 連 する 個 別 計 画 　第８期介護保険事業計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○

10不平等 11都市 12生産と消費

ゆがわら2021プラン
ともに支え合い笑顔で
暮らせるまちづくり

社会保障の充実 介護保険 利用者の立場に
立った介護保険
サービスの推進

介護保険サービスの
充実と保険給付適正
化の推進

Ｐ72 2 Ⅲ ８ （１） ①

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 06 03 03 02

事 業 番 号 7268 担 当 課 等 介護課

事 務 事 業 名 介護サービス適正化事業

事 業 開 始 年 度 平成 18

介護課(介護サービス適正化事業) 



３　令和３年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和５年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和４年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

　介護保険事業所等を対象とした講習会についてはこれまでに実績を上げており、引き続
き、制度改正による介護サービスの提供体制や内容の変更、また、地域包括ケアシステムの
推進に係る施策の実施などについて、十分な情報提供と説明を行う機会を確保する。
　令和元年度から、ケアプラン点検についても実施。

令和５年度以降の
方向性

　引き続き介護サービス事業所等への情報提供・指導等を適切に行うとともに、特に介護給
付等費用適正化事業の主要５事業に位置付けられるケアプランの点検に重点を置き、住宅
改修及び福祉用具購入者に対するアンケートを開始し、効果的な事業を実施していきたい。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　実施方法の検討を行いながら、引き続き実施す
る必要がある。

令 和 ３ 年 度 ま で の
自 己 評 価 ま た は

改 善 点

　外部の専門家によるケアプラン点検を実施することにより、一定の効果を上げること
ができた。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 1 　積極的に委託による実施を検討していく。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 5

　介護サービス事業所間における情報の共有及びケ
マネジャーの資質向上が図られた。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か 5 　必要な情報提供の機会が確保されている。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 5
　介護保険法に位置付けられた地域支援事業（任意
事業）

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

5
　町職員では対応が難しい専門的講習及びケアプラ
ン点検が、効果的に行われた。

介護課(介護サービス適正化事業) 



令和４年度事務事業評価シート

令和５年　月　日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 7278 担 当 課 等 介護課

事 務 事 業 名 成年後見人制度申立等事業

事 業 開 始 年 度 平成 18

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 06 03 03 02

ゆがわら2021プラン
前 期 基 本 計 画

ともに支え合い笑顔で
暮らせるまちづくり

社会保障の充実 介護保険 高齢者を地域全
体で支える仕組み
づくり

認知症施策・権利擁
護の推進

Ｐ72 2 Ⅲ ８ （２） ②

関 連 する 個 別 計 画 　第８期介護保険事業計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○

10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

目　　的 　高齢者等の権利擁護の拡充

対　　象 　認知症等により判断能力が不十分な方で、身寄りのない低所得者等

○

内　　容
①本人・親族等に代わって町長が成年後見制度の申立を行う。
②成年後見制度の利用にあたり、必要となる費用を負担することが困難な者に対して
助成を行う。

コ
ス
ト

区  分 令和２年度（決算） 令和３年度（決算） 令和４年度（見込）

人
件
費

常勤職員 737,140

人件費合計 737,140 434,690 424,959

総事業費 1,055,285 454,850 1,335,099

434,690 424,959

会計年度任用職員等

257,006

事業費 318,145 20,160 910,140

申立調査人数 機会の提供 人 5 3 4

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金 406,284 175,117 514,012

県支出金 203,142 87,558 257,006

地方債

一般財源 242,717 104,617 307,075

財源合計 1,055,285 454,850 1,335,099

その他特定財源 203,142 87,558

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

申立人数 事業実績 人 3 3 4

介護課(成年後見人制度申立等事業)



３　令和３年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和５年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 5
　介護保険法に位置付けられた地域支援事業（任意
事業）

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

5
　町職員が実施することで公正かつ費用を抑えて行
われる。

令 和 ３ 年 度 ま で の
自 己 評 価 ま た は

改 善 点
　地域住民等からの相談・情報等に随時対応し、必要な手続等を進めている。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 1

　一部を資格のある専門職に委託することは可能と考えられるが、委託の範
囲が限定されこと、また、費用対効果についても検討を要する。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 5

　成年後見制度申立が必要だが、申立のできる者が
いない場合に町長が行うものであり、不可欠である。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か 4

　対象者の把握について、常に注視している必要が
ある。

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和４年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

　民生委員、介護サービス事業者、医療関係者、地域住民などから情報収集し、対
象者の把握に努めながら実施する。

令和５年度以降の
方向性

　対象者の把握について常に注視しながら、引き続き実施する。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　対象者の把握に努めながら、適宜実施する必要
がある。

介護課(成年後見人制度申立等事業)



令和４年度事務事業評価シート

令和５年　月　日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

配食数 事業実績 食 5,713 5,078 5,000

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金 306,975 288,887 366,386

県支出金 153,488 144,443 183,193

地方債

一般財源 183,387 172,584 218,881

財源合計 797,338 750,357 951,653

その他特定財源 153,488 144,443

利用者数 機会の提供 人 20 17 20

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

183,193

事業費 649,910 605,460 810,000

内　　容
　配食サービス及び配食時の安否確認
　（(福)湯河原町社会福祉協議会に委託）

コ
ス
ト

区  分 令和２年度（決算） 令和３年度（決算） 令和４年度（見込）

人
件
費

常勤職員 147,428

人件費合計 147,428 144,897 141,653

総事業費 797,338 750,357 951,653

144,897 141,653

会計年度任用職員等

目　　的
　ひとりぐらし老人等の食生活の維持向上を支援するとともに、安否確認、孤独感の
軽減を図る。

対　　象 　在宅のひとりぐらしの高齢者（65歳以上）及び高齢者のみの世帯

13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

関 連 する 個 別 計 画 　第８期介護保険事業計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○ ○

10不平等 11都市 12生産と消費

ゆがわら2021プラン
前 期 基 本 計 画

ともに支え合い笑顔で
暮らせるまちづくり

共生社会の実現 高齢者福祉 地域生活支援体
制の整備

高齢者世帯に対する
支援

Ｐ70 2 Ⅱ 7 （２） ④

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 06 03 03 02

事 業 番 号 7287 担 当 課 等 介護課

事 務 事 業 名 食の自立支援事業

事 業 開 始 年 度 平成 10

介護課(食の自立支援事業)



３　令和３年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和５年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

総 合 評 価 継続（現状維持） プッシュ型の周知が必要。

令和４年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
　見守りの一手法としての活用も図る。

令和５年度以降の
方向性

　広く周知を行い、必要とされる方を把握し、継続実施する。

総 合 評 価 継続（現状維持） 　周知を図りつつ実施する必要がある。

令 和 ３ 年 度 ま で の
自 己 評 価 ま た は

改 善 点
　広く周知することで、潜在するサービスを必要とする方を把握する必要がある。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 9 　（社福）湯河原町社会福祉協議会に委託している。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 5

　需要に応え、また、見守りが必要な方の安否確認
が行われ、孤独感の軽減にもつながっている。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か 5 　適当な機会が確保されている。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 5
　介護保険法に位置付けられた地域支援事業（任意
事業）

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

5
　（福）湯河原町社会福祉協議会に委託し実施する
ことで効率的に行われている。

介護課(食の自立支援事業)



令和４年度事務事業評価シート

令和５年　月　日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

助成件数 事業実績 件 0 2 2

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金 0

県支出金 0

地方債

一般財源 0 0 16,665

財源合計 0 0 16,665

その他特定財源 0

申請件数 機会の提供 件 0 2 2

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

事業費 0 0 2,500

内　　容
　居宅介護支援を受けていない要介護認定者が住宅改修を行う際に、介護支援事
業所（ケアマネジャー）に依頼して理由書等を作成した場合に、作成費用に対する助
成を行う。

コ
ス
ト

区  分 令和２年度（決算） 令和３年度（決算） 令和４年度（見込）

人
件
費

常勤職員 0

人件費合計 0 0 14,165

総事業費 0 0 16,665

0 14,165

会計年度任用職員等

目　　的
 居宅介護支援を受けていない利用者が、適切なマネジメントの下、円滑に住宅改修
手続きが行えるように支援する。

対　　象 　居宅介護支援を受けていない要介護認定者

13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

○

関 連 する 個 別 計 画 　第８期介護保険事業計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○

10不平等 11都市 12生産と消費

ゆがわら2021プラン
ともに支え合い笑顔で
暮らせるまちづくり

共生社会の実現 高齢者福祉 地域生活支援体
制の整備

高齢者世帯に対する
支援

Ｐ74 2 Ⅱ ７ （２） ④

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 06 03 03 02

事 業 番 号 7291 担 当 課 等 介護課

事 務 事 業 名 住宅改修支援事業

事 業 開 始 年 度 平成 18

介護課(住宅改修支援事業)



３　令和３年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和５年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和４年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
　事業の周知を図る。

令和５年度以降の
方向性

　居宅介護支援を受けている場合がほとんどであるが、受けていない場合も想定され
るので、事業の周知を図りながら継続実施する。

総 合 評 価 継続（現状維持） 　事業の周知を図りながら実施する必要がある。

令 和 ３ 年 度 ま で の
自 己 評 価 ま た は

改 善 点

　住宅改修申請者の全てが居宅介護支援を受けていたため、実施結果は０となって
いるが、事業を円滑に実施できるように備えておく必要がある。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 2 　助成金による実施が適当であると考えられる。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 4 　制度の周知を図っていく必要がある。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か 4 　制度の周知を図っていく必要がある。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 5
　介護保険法に位置付けられた地域支援事業（任意
事業）

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

4 　費用を多く必要としない。

介護課(住宅改修支援事業)



令和４年度事務事業評価シート

令和５年　月　日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

支給実績 事業実績 組 348 304 310

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金 282,444 253,992 187,767

県支出金 141,222 126,996 93,883

地方債

一般財源 168,734 151,738 112,174

財源合計 733,622 659,722 487,707

その他特定財源 141,222 126,996

対象者数 事業実績 人 10 10 10

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

93,883

事業費 468,252 398,945 232,732

内　　容
　加齢に伴う心身の機能低下により自らの排泄動作等に支障をきたす高齢者に、紙
おむつ等の購入費を助成する。（支給限度額：１人当たり年間75,000円）

コ
ス
ト

区  分 令和２年度（決算） 令和３年度（決算） 令和４年度（見込）

人
件
費

常勤職員 265,370

人件費合計 265,370 260,777 254,975

総事業費 733,622 659,722 487,707

260,777 254,975

会計年度任用職員等

目　　的
 高齢者の在宅生活の支援及び介護者の身体的・精神的・経済的負担の軽減を図
る。

対　　象 　住民税非課税世帯で、要介護４・５の認定者

13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

○

関 連 する 個 別 計 画 　第８期介護保険事業計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○

10不平等 11都市 12生産と消費

ゆがわら2021プラン
前 期 基 本 計 画

ともに支え合い笑顔で
暮らせるまちづくり

共生社会の実現 高齢者福祉 地域生活支援体
制の整備

高齢者世帯に対する
支援

Ｐ70 2 Ⅱ ７ （２） ④

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 06 03 03 02

事 業 番 号 7295 担 当 課 等 介護課

事 務 事 業 名 介護用品支給事業

事 業 開 始 年 度 平成 14

介護課(介護用品支給事業)



３　令和３年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和５年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和４年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
　引き続き適正な事業の執行に努める。

令和５年度以降の
方向性

　周知を図りつつ、効率的な方法により事業を実施する。
　なお、町単独事業への移行を視野に入れ、第９期介護保険事業計画を策定する中
で方向性を検討予定である。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　効率的な方法により実施しつつ今後の方向性
の検討も必要。

令 和 ３ 年 度 ま で の
自 己 評 価 ま た は

改 善 点
　必要とされる世帯への提供が行われている。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 9 　受注、配達等は委託により実施している。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 5 　家族の負担の軽減に寄与している。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か 5

　対象者は限定されるが、適当な機会が確保されて
いる。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 5
　介護保険法に位置付けられた地域支援事業（任意
事業）

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

5 　委託を活用し効率的に行われている。

介護課(介護用品支給事業)



令和４年度事務事業評価シート

令和５年　月　日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

グループリビング参加人数 事業実績 人 4 9

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金 166,994 166,630

県支出金 83,497 83,315

地方債

一般財源 0 99,764 99,546

財源合計 0 433,752 432,806

その他特定財源 83,497

開催回数 機会の提供 回 1 1

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

83,315

事業費 144,000 149,500

内　　容
湯河原温泉でのんびりしていただくことで、心身のリフレッシュと家族介護者同士の
交流を行う。宿泊代金を助成する。

コ
ス
ト

区  分 令和２年度（決算） 令和３年度（決算） 令和４年度（見込）

人
件
費

常勤職員

人件費合計 0 289,752 283,306

総事業費 0 433,752 432,806

289,752 283,306

会計年度任用職員等

目　　的
 高齢者を在宅で介護する家族に対してリフレッシュや交流する機会を提供し、身体
的、精神的負担の軽減を図る。

対　　象
　要介護3～5の認定を受けている方を在宅で介護する家族、もしくは認知症の高齢
者などを在宅で介護する家族

13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

○

関 連 する 個 別 計 画 　第８期介護保険事業計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○

10不平等 11都市 12生産と消費

ゆがわら2021プラン
前 期 基 本 計 画

ともに支え合い笑顔で
暮らせるまちづくり

共生社会の実現 高齢者福祉 地域生活支援体
制の整備

高齢者世帯に対する
支援

Ｐ70 2 Ⅱ ７ （２） ④

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 06 03 03 02

事 業 番 号 12398 担 当 課 等 介護課

事 務 事 業 名 家族介護継続支援事業

事 業 開 始 年 度 令和 3

介護課(家族介護継続支援事業)



３　令和３年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和５年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和４年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
　ケアマネジャーを交え町職員、家族介護者との意見交換会を実施する。

令和５年度以降の
方向性

　周知を図りつつ、効率的な方法により事業を実施する。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　効率的な方法により実施しつつ今後の方向性
の検討も必要。

令 和 ３ 年 度 ま で の
自 己 評 価 ま た は

改 善 点

令和３年度から家族介護者の身体的、精神的負担の軽減を図ることを目的に事業を
実施した。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 1

　委託による実施は可能であるが、目的を踏まえると町が直接実施すること
が望ましいと考えられる。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 5

　家族介護者の身体的・精神的負担の軽減に寄与し
ている。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か 5

　対象者は限定されるが、適当な機会が確保されて
いる。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 5
　介護保険法に位置付けられた地域支援事業（任意
事業）

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

5
　効果測定は困難であるが、家族介護者の福祉の向
上が図られている。

介護課(家族介護継続支援事業)



令和４年度事務事業評価シート

令和５年　月　日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 7299 担 当 課 等 介護課

事 務 事 業 名 介護相談員等事業

事 業 開 始 年 度 平成 25

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 06 03 03 02

ゆがわら2021プラン
前 期 基 本 計 画

ともに支え合い笑顔で
暮らせるまちづくり

社会保障の充実 介護保険 利用者の立場に
立った介護保険
サービスの推進

介護保険サービスの
充実と保険給付適正
化の推進

Ｐ72 2 Ⅲ 8 （１） ①

関 連 する 個 別 計 画 　第８期介護保険事業計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○

10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

目　　的
 介護サービス利用者等とサービス提供者・行政等との間の問題の解決及び介護相
談員の養成

対　　象
　[介護相談]介護サービス利用者及びその家族
　[介護相談員養成]一般町民（介護相談員予定者）

内　　容
　介護相談員が、介護サービス利用者等から介護サービスに関する苦情や不満等を
聴取し、サービス提供者・行政等との間に立ち、問題解決に向けた手助けを行う。

コ
ス
ト

区  分 令和２年度（決算） 令和３年度（決算） 令和４年度（見込）

人
件
費

常勤職員 147,428

人件費合計 147,428 144,897 283,306

総事業費 147,428 148,284 341,145

144,897 283,306

会計年度任用職員等

65,670

事業費 0 3,387 57,839

相談者数 機会の提供 人 0 0 10

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金 56,759 57,089 131,340

県支出金 28,379 28,544 65,670

地方債

一般財源 33,911 34,107 78,465

財源合計 147,428 148,284 341,145

その他特定財源 28,379 28,544

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

介護相談員養成人数 機会の提供 人 0 0 1

介護相談実施件数 事業実績 件 0 1 8

問題解決数 事業実績 件 0 0 8

介護課(介護相談員等事業)



３　令和３年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和５年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 5
　介護保険法に位置付けられた地域支援事業（任意
事業）

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

4 　費用を多く必要としない。

令 和 ３ 年 度 ま で の
自 己 評 価 ま た は

改 善 点

　１回相談員の派遣ができたものの、新型コロナウイルス感染症の影響で、高齢者施
設への立入ができず、実施できなかった。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 1

　介護相談について、介護相談員または介護相談員が所属する団体等に
委託することが考えられるが、費用について検討が必要である。
　介護相談員の養成は、神奈川県が開催する研修を受講。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 4

　相談員の養成は完了しているので、相談の実施に
向けて事業所と調整を図る。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か 4 　事業所との調整を図る。

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和４年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

　介護相談員が１名退任予定だが、１名を新たに養成し、相談員３名を維持してい
る。積極的な働きかけにより、相談員を受け入れる介護サービス事業所を徐々に増
やしている。

令和５年度以降の
方向性

　感染症の影響も緩和され、介護サービス事業所も受け入れ可能施設が増えてい
る。より多くの事業所が利用できるよう、派遣回数の増のための検討を行う。

総 合 評 価 継続（現状維持） 　効果的な事業の実施について検討を要する。

介護課(介護相談員等事業)



令和４年度事務事業評価シート

令和５年　月　日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 7309 担 当 課 等 介護課

事 務 事 業 名 認知症サポーター等養成事業

事 業 開 始 年 度 平成 29

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 06 03 03 02

ゆがわら2021プラン
前 期 基 本 計 画

ともに支え合い笑顔で
暮らせるまちづくり

社会保障の充実 介護保険 高齢者を地域全
体で支える仕組み
づくり

認知症施策・権利擁
護の推進

Ｐ72 2 Ⅲ ８ （２） ②

関 連 する 個 別 計 画 　第８期介護保険事業計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○

10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

○

目　　的 　認知症に対する理解及び正しい知識の普及啓発

対　　象
①認知症キャラバン・メイト
②地域住民

内　　容
①認知症サポーター養成講座の企画等を行うキャラバン・メイトの養成講座情報を介
護事業者に提供し、受講促進する。
②認知症の人と家族を支える認知症サポーターの養成講座を開催する。

コ
ス
ト

区  分 令和２年度（決算） 令和３年度（決算） 令和４年度（見込）

人
件
費

常勤職員 353,827

人件費合計 353,827 173,876 113,322

総事業費 424,607 243,876 218,322

173,876 113,322

会計年度任用職員等

42,027

事業費 70,780 70,000 105,000

研修回数 機会の提供 回 1 1 2

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金 163,473 93,892 84,054

県支出金 81,736 46,946 42,027

地方債

一般財源 97,662 56,092 50,214

財源合計 424,607 243,876 218,322

その他特定財源 81,736 46,946

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

講座開催回数 機会の提供 回 4 3 12

講座受講者数 事業実績 人 34 36 200

研修受講者数 事業実績 人 3 1 2

介護課(認知症サポーター等養成事業)



３　令和３年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和５年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 5
　介護保険法に位置付けられた地域支援事業（任意
事業）

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

5 　認知症キャラバンメイトの協力により実施している。

令 和 ３ 年 度 ま で の
自 己 評 価 ま た は

改 善 点

令和２年度から役場新採用職員研修に認知症サポーター養成講座を実施している。
令和２、３年度の中学生向けの認知症サポーター養成講座は、新型コロナウイルス感
染症の影響で実施できず。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 1

　委託等による実施も可能であるが、委託によらずに実施することで経費を
抑制することができている。
　認知症キャラバンメイト養成研修は、県が実施している。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 5 　認知症サポーターが増えている。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か 4

　実施場所、実施回数について検討する必要があ
る。

総 合 評 価 継続（現状維持）
認知症への理解を理解を深めた先を見据えてく
ださい。

令和４年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

　サポーター養成後の認知症サポーターステップアップ講座を実施した。
　中学生向けの認知症サポーター養成講座は、新型コロナウイルス感染症の影響に
よる学校からの申し出で実施できず。

令和５年度以降の
方向性

　引き続き認知症サポーター養成、ステップアップ講座による理解の深化に勤める。
チームオレンジ立ち上げに向け、担い手へ誘導する。
　中学生向けの養成講座の検討、対象者を変えた養成講座の検討を進める。

総 合 評 価 継続（現状維持） 　効果的な事業の実施について検討を要する。

介護課(認知症サポーター等養成事業)



令和４年度事務事業評価シート

令和５年　月　日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（令和３年度）

２　実施結果 (単位　円）

利用人数 事業実績 人 52 51 50

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金 880,714 813,375 846,990

県支出金 440,357 406,687 423,495

地方債

一般財源 526,142 485,915 505,995

財源合計 2,287,570 2,112,664 2,199,975

その他特定財源 440,357 406,687

事業数 事業種別 事業 1 1 1

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和２年度 令和３年度 目標値

423,495

事業費 2,022,200 1,851,850 1,945,000

内　　容
緊急通報体制等整備事業委託（令和元年度より一般会計から特別会計へ移し替え）

コ
ス
ト

区  分 令和２年度（決算） 令和３年度（決算） 令和４年度（見込）

人
件
費

常勤職員 265,370

人件費合計 265,370 260,814 254,975

総事業費 2,287,570 2,112,664 2,199,975

260,814 254,975

会計年度任用職員等

目　　的
　在宅で生活する高齢者に対し、健康で安らぎのある日常生活をサポートする福祉
サービスを提供し、自立した生活の継続を図る。

対　　象
　身体上慢性疾患などで、常に注意を要する高齢者世帯の方及び80歳以上のひとり
暮らしの高齢者

13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

○

関 連 する 個 別 計 画 　第８期介護保険事業計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○

10不平等 11都市 12生産と消費

ゆがわら2021プラン
前 期 基 本 計 画

ともに支え合い笑顔で
暮らせるまちづくり

共生社会の実現 高齢者福祉 地域生活支援体
制の整備

高齢者世帯に対する
支援

Ｐ70 2 Ⅱ ７ (2) ④

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 06 03 03 02

事 業 番 号 9808 担 当 課 等 介護課

事 務 事 業 名 地域自立生活支援事業

事 業 開 始 年 度 平成

介護課(地域自立生活支援事業)



３　令和３年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和５年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

総 合 評 価 継続（現状維持）

令和４年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

　引き続き在宅で安心して生活できるよう連絡体制の確保し適正な事業の執行に努
める。

令和５年度以降の
方向性

　令和４年度の事業実績の検証を行い、令和５年度以降の事業実施に反映させる。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　引き続き実施しながら、事業内容等の検証を行
う。

令 和 ３ 年 度 ま で の
自 己 評 価 ま た は

改 善 点
　在宅で引き続き生活できるよう支援を必要とされる方への提供が行われている。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 9 　委託により実施している。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 5 　安否確認において有効である。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か 4 　ひとりぐらし高齢者の受益が確保されている。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 5
　介護保険法に位置付けられた地域支援事業（包括
的支援事業等費）

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

5 　在宅で生活する上での支援が提供されている。

介護課(地域自立生活支援事業)


